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１ 防災組織に関する資料 

１－１ 川本町防災会議条例 (       ) 
 

 (目的) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき、川本町

防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

(所掌事務) 

第2条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 川本町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 川本町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集すること。 

(3) 水防法(昭和24年法律第193号)第25条の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議す

ること。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(会長及び委員) 

第3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、町長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を行う。 

5 委員は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

(1) 島根県知事の部内の職員のうちから町長が島根県知事の同意を得て任命する者 

(2) 島根県警察の職員のうちから町長が当該所属長の同意を得て任命する者 

(3) 町長が、その部内の職員のうちから指名する者 

(4) 教育長 

(5) 消防団長 

(6) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が当該機関の長の同意を得て任

命する者 

(7) その他町長が特に必要と認めた者 

6 前項の委員の数は、25人以内とする。 

7 第5項第6号の委員の任期は2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任期間

とする。 

8 前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第4条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、島根県の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職

員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

平成12年4月1日 
条 例 第 9 号 
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3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(議事等) 

第5条 前各条に定めるもののほか、議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防災

会議にはかって定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成12年3月21日条例第9号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 
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１－２ 川本町防災会議運営要綱 (       ) 
 

第 1条 この要綱は、川本町防災会議条例(昭和 38年条例第 34号)第 5条の規定に基づき、川本

町防災会議(以下「会議」という。)の議事その他防災会議の運営に関し、必要なことを定めるこ

とを目的とする。 

第 2条 会長に事故があるときは、副町長がその職務を代理する。 

第 3条 会議は、会長が招集しその議長となる。 

2 会議は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

第 4条 会議は、毎年度当初これを行う。ただし、災害の発生その他の事由により会議の必要を

生じたときは、その都度行うものとする。 

2 委員は、会議の必要を認めたときは、会長に会議の招集を求めることができる。 

第 5条 前 2条の規定にかかわらず特に緊急を要する事態が発生し、委員会を開くいとまがない

ときは、会長が適宜の方法により関係ある委員と協議して決定することができる。 

2 会長が前項の決定をしたときは、次の会議にその旨報告するものとする。 

第 6条 会長は、必要に応じ、各課の課長、議会事務局及び関係委員会その他の職員をして会議

に提出する議案の作成、防災計画の立案及び修正の事務に当たらせ、建議させることができる。 

第 7条 会長は、会長が処理すべき事項のうち次に掲げるものについて専決処分をすることがで

きる。 

(1) 災害が発生した場合において当該被害に関する情報を収集すること。 

(2) 災害が発生した場合において当該被害にかかわる災害応急対策及び災害復旧に関し関係機

関相互間の連絡調整を図ること。 

(3) 関係行政機関の長に対し資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めること。 

(4) 川本町災害対策本部の設置についての意見に関すること。 

2 会長は、前項の規定により専決処分をしたときは、次の会議に報告しなければならない。 

第 8条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度会議に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、昭和 38年 10月 10日から実施する。 

附 則(平成 19年 3月 26日告示第 21号) 

この告示は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

平成19年3月26日 
告 示 第 21 号 
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１－３ 川本町災害対策本部条例 (          ) 
 

(目的) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第23条の2第8項の規定に基づき、川

本町災害対策本部(以下「本部」という。)の組織及び運営に関する事項を定めるものとする。 

(災害対策本部長及び災害対策副本部長) 

第2条 災害対策本部長(以下「本部長」という。)は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監

督する。 

2 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(部) 

第3条 本部の事務を分掌させるため、本部長が必要と認める数の部を置く。 

2 部に部長及び部員を置く。 

3 部長は、災害対策本部員のうちから、部員はその他の職員のうちから本部長が指名する。 

4 部長は、本部長の命を受けて部の事務を掌理する。 

5 部員は、部長の命を受けて部の事務を処理する。 

(現地災害対策本部) 

第4条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員をおき、災

害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指名する者をもって

充てる。 

2 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌握する。 

(雑則) 

第5条 前各条に定めるもののほか、本部の組織及び運営に関し必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成8年3月19日条例第13号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成27年9月17日条例第20号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

平成27年9月17日 
条 例 第 20 号 
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１－４ 川本町消防団体制図 

条例定数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 合計 

1人 2人 3人 6人 8人 18人 142人 180人 

ポンプ自動車 1 台 

水槽付積載車 1 台 

ポンプ積載車 18 台 

小型ポンプ 1 台 
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1人
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5班長 団員

2班長 団員

3班長 団員

4班長 団員

5班長 団員

第3分団
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1人
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2班長 団員

3班長 団員

4班長 団員

団員
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団員

団員

第2分団
分団長

1人

副分団長

2人

部長

2人
1班長 団員

2班長

1班長 団員

団員

団員

団員

8班長

7班長

6班長

5班長

4班長
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１－５ 自主防災組織 

 

川本町婦人防火クラブ結成状況 

名       称 会 員 数 結 成 年 月 日 

川本地区婦人防火クラブ 154 平成12年1月1日 

 

幼年消防クラブ結成状況 

名       称 会員数 結 成 年 月 日 

因原保育所幼年消防クラブ 25 平成6年4月25日 

川本保育所幼年消防クラブ 74 平成6年8月29日 

川本北保育所幼年消防クラブ 14 平成6年9月2日 

資料：江津邑智消防組合  （令和元年 5月 1日現在） 

 

 

１－６ 日本赤十字社防災ボランティア 

 

組   織 名       称 所 在 地 電 話 番 号 

事 務 局 川本町社会福祉協議会 川本町川本 332-16 0855-72-0104 
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１－７ 防災拠点施設 

 

番号 名       称 所  在  地 電 話 番 号 

１ 川本町役場 川本町川本271-3 0855-72-0631 

２ 悠邑ふるさと会館 川本町川本332-15 0855-72-0594 
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２ 応援に関する資料 

２－１ 応援に関する協定一覧 
締結日 協定書名 概要 相手方 

H21.12.28 
災害時における連絡体制及び協力体制に関

する取扱い 
停電にかかる事項について、適時の情報提供（中電側）及び住民周知（町側） 中国電力株式会社浜田営業所 

H23.7.12 災害時における情報交換に関する協定書 
川本町災害対策本部等に国職員を現地情報連絡員として派遣し、情報交換にあた

らせる。 
国土交通省 中国地方整備局 

H24.11.4 
広島県坂町と島根県川本町との災害時相互

応援に関する協定書 

友愛的精神に基づき被災した町の要請に応え応援、救助及び復旧に必要な職員派

遣。被災者の受け入れ。 
広島県坂町 

食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供。ボランテ

ィアの斡旋等 

H25.11.3 

災害時における生活関連物資の確保に関す

る協定書 

町から要請を行い生活関連物資を避難場所その他引き渡し場所の職員に受領さ

せ被災者に供給する。 

川本町商工会 

株式会社Ａコープ西日本 

災害時における応急対策業務に関する協定

書 

災害時における建築物、その他工作物の崩壊、倒壊及び損壊に伴う緊急人命救

助・緊急交通確保のための障害物の除去作業 
川本町建設業協会 

H25.12.18 
災害時における応急生活物資供給など支援

協力に関する協定 

災害発生時の応急生活物資（食料品、生活必需品等）の供給。 

生活協同組合しまね 物資の運搬に係る車両は、緊急通行車両扱いとするよう支援する。供給した物資

とその運搬費は町が負担する。 

H26.3.28 災害時における医療救護に関する協定書 川本町地域防災計画に基づき医療救護活動を円滑に実施する 社会医療法人 仁寿会 

H26.8.25 
災害時における石油類燃料の供給に関する

協定書 

災害時、緊急車両及び避難所等で石油類燃料を必要とする場合、供給や運搬を優

先的かつ積極的に協力する。 
島根県石油協同組合邑智支部 

H26.8.25 
災害時における緊急用ＬＰガスの調達に関

する協定書 

災害時、避難所等でＬＰガスを必要とする場合、調整器やゴムホース、炊飯器等

を設置し積極的に協力する。 

島根県ＬＰガス協会 

島根県ＬＰガス協会邑智支部 

H28.12.20 特設公衆電話の設置・利用に関する協定 
被災者等の通信確保のため特設通信回線を設置し通信の提供を受ける。特設公衆

電話の電話機を川本町が設置し屋内配線はＮＴＴ西日本が設置する。 
西日本電信電話株式会社島根支店 

H30.8.1 島根県消防広域相互応援協定 

島根県は市町村長等に対して消防応援活動に必要な各種調整及び支援等のため

必要な指示を行う。代表消防機関及び代表消防機関代行は消防機関の統轄、後方

支援活動を行うとともに島根県と密接な連絡調整を図る。 

島根県内各市町村、益田地区広域市町

村圏事務組合、江津邑智消防組合、雲

南広域連合、隠岐広域連合 

R.1.5.1 災害救助物資の調達に関する協定書 災害時における物資の確保のため、要請することができる （株）ジュンテンドー 
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R.1.11.18 
災害時における川本町と川本町社会福祉協

議会の相互支援に関する協定書 
災害時における福祉避難所の運営、ボランティアセンターの運営に関する協定 川本町社会福祉協議会 
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３ 防災関係施設・資機材等に関する資料 

 

３－１ 水位観測所 

河川名 観  測  所 
水防団待機水

位 
氾濫注意水位 氾濫危険水位 

江の川 川平水位観測所 6.30ｍ 8.40ｍ 9.70ｍ 

江の川 谷住郷水位観測所 5.60ｍ 7.70ｍ 9.20ｍ 

江の川 川本水位観測所 5.00ｍ 6.00ｍ 8.60ｍ 

江の川 都賀水位観測所 4.40ｍ 5.40ｍ 7.50ｍ 

江の川 大津水位観測所 4.20ｍ 5.20ｍ 9.00ｍ 

濁川 因原水位観測所 2.30ｍ 4.50ｍ  

 

 

３－２ 消防水利状況 

（令和元年４月１日現在） 

区分 

 

 

地域名 

計 

消   火   栓 防 火 水 そ う 

小 計 公 設 私 設 100m3以上 
40～100m3

未満 

20～40m3

未満 

川本地域 210 158 158   51 4 

川本町水利台帳より 

 

３－３ 給水車・給水器材等整備状況 

積載用タンク 定置用タンク 容器 ろ水器 その他 

2.0m3 １個 － 6ℓ 900枚  －  

 



 □4  ３－４ 江津邑智消防組合 消防ポンプ自動車等現有数 ３－５ 江津邑智消防組合 消防職員数  
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３－４ 江津邑智消防組合 消防ポンプ自動車等現有数 

普通消防ポンプ自動車(B1以上) ９台 

水槽付消防ポンプ自動車(B1以上) １台 

梯子付消防自動車（24ｍ） １台 

津波・風水害対策車 １台 

指揮車 ２台 

広報車 １台 

救急車 ９台（うち高規格救急車６台） 

救助工作車 ２台 
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３－５ 管理団体水防倉庫の防災資機材数     

 

川本町水防倉庫 川本町大字川本 545-1 

器具名 数量 器具名 数量 

かけや 6丁 杭 丸太 30本 

のこぎり 2丁 ハンマー 2丁 

スコップ 30丁 鉄線 20㎏ 

ツルハシ 2丁 発電機 4基 

おの（斧） 2丁 バール 3丁 

くわ（鍬） 2丁 ロープ 100m 

かま（鎌） 5丁 とび口 3本 

ペンチ 2丁 救命胴衣 0個 

なた（鉈） 3丁 土嚢袋 3,000枚 

照明具 10個 バルーン投光器 1基 
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３－６ 小水力発電ダム 

施設社名 発電所名 水系名 河川名 
使用開始

年月 

発電所

型式 

発電所

出 力

（kw） 

堰堤 

種類 高さ 

島根 

おおち

（農） 

都賀 

発電所 
江の川 塩谷川 

昭和 38年

６月 
水路式 190 

コンクリート

重力 
2.1 m 

島根 

おおち

（農） 

角谷 

小水力 

発電所 

江の川 角谷川 
昭和 40年

３月 
水路式 250 

コンクリート

重力 
2.5 m 

 

 

３－７ 浜原ダム           資料：中国電力(株)（平成28年4月1日現在) 

水系河川名 江の川水系江の川 集水面積（k㎡） 3,000.00 

位置 邑智郡美郷町信喜 最高貯水位（標高 m） 65.00 

種類 
重力式越流型可動扉付 

コンクリートダム 
最低貯水位（標高 m） 63.00 

高さ 19.00m 総貯水量（㎥） 11,200,000 

堤頂長 361.40m 有効貯水量（㎥） 2,600,000 

可動扉種類 
鋼製ローラーゲート  

（高9.4m×巾14.0m） 
湛水面積（㎡） 1,490,000 

大門数 12門 竣工年月 昭和29年2月 

計画洪水量（㎥/sec） 9,770 現状 良好 
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４ 避難に関する資料 

４－１ 避難所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害種別

建築年 構造 階数 面積 収容人数 指緊避 指避 指緊避 指避 指緊避 指避 指緊避 指避

木路原自治会館 H4.12 1 181 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5ｍ - -

本町会館 S61.1 軽量鉄骨造 2 214 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20ｍ - -

悠邑ふるさと会館 H8 鉄筋コンクリート
地下1階
地上3階

5,726 500 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - △土石流　 -

音戯館 H10
鉄筋コンクリート
（一部軽量鉄骨）

3 2424 200 ○ ○ ○ ○ - - -

川本小学校 S47.8
校舎　鉄筋コンクリート

屋体　軽量鉄骨
校舎3
屋体4

校舎3,434
屋体800 400

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -
△急傾斜
×土石流

-

朝霧館 S59.3 鉄筋コンクリート 2 280 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ △急傾斜 -

市井原集会所 S58.11 鉄筋コンクリート 1 116
20

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -
×急傾斜
×土石流

-

長原集会所 H6.9 その他 1 92 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×急傾斜 -

矢谷集会所 S58.11 鉄筋コンクリート 1 92 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×土石流 -

芋畑集会所 S56 木造 1 80

20
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -

△急傾斜
×土石流

△土石流　

畑野集会所 S57.11 木造
不明
1

不明
99 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

中倉集会所 S59.3 木造 1 77 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

日向集会所 S60.3 木造 1 84 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ - -

西公民館 H15.3 鉄筋コンクリート 2 621
200

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -
×急傾斜
△土石流

△急傾斜

学習交流センター H3.4
校舎　鉄筋コンクリート
屋体　鉄筋コンクリート

校舎2
屋体1

校舎1,799
屋体676 800 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

多田集会所 H11.1 鉄骨鉄筋コンクリート 1 181 100 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ - -

久座仁福祉センター S61.3 鉄筋コンクリート 1 184 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ - -

谷戸集会所 S53 鉄筋コンクリート 1 132 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3ｍ - -

笹畑集会所 S54 木造 1 91 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×急傾斜 △急傾斜
三島管理棟 H12.4 鉄骨鉄筋コンクリート 1 389 100 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5ｍ △急傾斜 -

川本中学校 S53.3
校舎　鉄筋コンクリート
屋体　鉄骨造(一部RC)造

校舎4
屋体地上1
地下1

校舎3,487
屋体1656

500
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -

△急傾斜
△土石流

△急傾斜

さつき会館 S60.1 鉄筋コンクリート 1 132 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10ｍ - -

八幡会館 S63.2 軽量鉄骨造 1 154 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×急傾斜 △急傾斜

絵堂集会所 H6 木造 1 71
30

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ -
×急傾斜
×土石流 △急傾斜

田窪自治会館 S57.12 鉄筋コンクリート 1 224 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

三原多目的集会所 H14 軽量鉄骨造 1 280 100 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

三原まちづくりセンター
校舎H8
屋体H10

校舎　鉄筋コンクリート
屋体　軽量鉄骨

校舎2
屋体1

校舎1,465
屋体797 300 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

親和自治会館 S59.12 鉄筋コンクリート 1 150 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

三谷改善センター S46.12 軽量鉄骨造 1 198 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×急傾斜 -

みやこ会館 S59.12 鉄筋コンクリート 1 165 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - -

三大字集会所 S59.1 鉄筋コンクリート 1 221 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ×急傾斜 -

すこやかｾﾝﾀｰかわもと H4.8 鉄筋コンクリート 2 1891 福祉避難所 ○ ○ ○ ○ - ×土石流　 -

※　×　施設が区域内
※　△　施設の一部が区域内

土砂災害
警戒区域

土砂災害
特別警戒
区域

浸水想

定区域

（最大）

自主

避難所
現避難所

洪水 風水害(土砂) 地震 その他
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木路原 木路原集会所 木路原集会所 木路原集会所

上新町

中新町

下新町

元町

本町

日の出

天神町

多田 多田集会所 多田集会所 多田集会所

久座仁 久座仁福祉センター 久座仁福祉センター 久座仁福祉センター

三大字 三大字集会所 多田集会所 三大字集会所 三大字集会所

谷 川本小学校 悠邑ふるさと会館 悠邑ふるさと会館 悠邑ふるさと会館

市井原 市井原集会所 市井原集会所 市井原集会所

長原 長原集会所 長原集会所 長原集会所

矢谷 矢谷集会所 矢谷集会所 矢谷集会所

芋畑 芋畑集会所 芋畑集会所 芋畑集会所

双葉 畑野集会所 畑野集会所 畑野集会所 畑野集会所

中倉 中倉集会所 中倉集会所 中倉集会所 中倉集会所

谷戸 谷戸集会所 谷戸集会所 悠邑ふるさと会館 谷戸集会所

三島 川本中学校 三島管理棟 三島管理棟 三島管理棟

八幡 八幡集会所 学習交流センター 八幡集会所 八幡集会所

西 学習交流センター さつき会館 さつき会館 さつき会館

因原 西公民館 西公民館 西公民館 西公民館

日向 西公民館 日向集会所 日向集会所 日向集会所

三原

田窪

南佐木

親和

笹畑 笹畑集会所 三島管理棟 三島管理棟 笹畑集会所

三俣 みやこ会館 みやこ会館 みやこ会館 みやこ会館

湯谷 三谷改善センター 三谷改善センター 三谷改善センター 三谷改善センター

三原まちづくりセンター
親和自治会館
田窪自治会館

三原多目的集会所

三原まちづくりセンター
親和自治会館
田窪自治会館

三原多目的集会所

三原まちづくりセンター
親和自治会館
田窪自治会館

三原多目的集会所

三原まちづくりセンター
親和自治会館
田窪自治会館

三原多目的集会所

本町会館
悠邑ふるさと会館

本町会館
悠邑ふるさと会館

本町会館
悠邑ふるさと会館

悠邑ふるさと会館

悠邑ふるさと会館

三大字集会所

地区別指定緊急避難先一覧

自治会名 洪水 風水害(土砂) 地震 その他
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４－２ 要配慮者利用施設一覧表 

■医療機関

急傾斜 土石流 地すべり 急傾斜 土石流 地すべり

① 下新町 加藤病院 川本376－4 72－0640 72－1608 ○ △ ○ － － － －

■高齢者施設

急傾斜 土石流 地すべり 急傾斜 土石流 地すべり

② 下新町 介護老人保健施設 仁寿苑 川本381-4 72－3111 72－3112 ○ － － － － － －

③ 下新町 グループホームかわもと あいあいの家 川本376-4 72－2950 72－2950 ○ － △ － － － －

④ 谷 グループホームあさぎりの家 川本1179-2 72－3222 72－3222 ○ － ○ － － － －

⑤ 三島 グループホームふくろうの森 川下1319-15 72－3555 73－3557 ○ － ○ － － － －

⑥ 三島 グループホームふくろうの里 川下1373－4 72－3556 72－3558 ○ － ○ － － － －

⑦ 因原 やすらぎ荘 因原570-1 72－3517 72－2727 ○ － ○ － － － －

⑧ 因原 江川荘 因原518-1 72－1316 72－1666 ○ － ○ － － － －

■障害者施設

急傾斜 土石流 地すべり 急傾斜 土石流 地すべり

⑨ 上新町 地域活動支援センターひまわり 川本257-3 72－0804 74－2022 ○ － － － － － －

⑩ 下新町 川本ワークス(就労作業所） 川本386 72－3055 72－1715 ○ － － － － － －

⑪ 下新町 放課後棟デイサービスKidsわかば 川本388-1 74－2225 74－2225 － ○ ○ － － － －

⑫ 因原 サポートハウスさつき 因原96－1 公衆電話 － △ － △ － － －

⑬ 因原 サポートハウスはづき 因原96－1 － △ － △ － － －

■児童福祉施設

急傾斜 土石流 地すべり 急傾斜 土石流 地すべり

⑭ 上新町 川本保育所 川本248 72－0169 72－0230 ○ － － － － － －

⑮ 因原 因原保育所 因原198－1 72－1348 72－1348 ○ ○ ○ － － － －

⑯ 南佐木 川本北保育所 南佐木201－3 74－0266 74－0266 － － － － － － －

■学校施設

急傾斜 土石流 地すべり 急傾斜 土石流 地すべり

⑰ 下新町 川本小学校 川本426 72－0329 72－0807 － △ ○ － － － －

⑱ 三島 川本中学校 川下1112 72－0408 72－1762 － △ △ － △ － －

⑲ 上新町 島根中央高校 川本222 72－0355 72－0388 － － － － － － －

浸水想
定区域

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域
地区 施設名 住所 電話番号 FAX

浸水想
定区域

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

地区 施設名 住所 電話番号 FAX
浸水想
定区域

土砂災害警戒区域

地区 施設名 住所 電話番号 FAX

土砂災害特別警戒区域

住所施設名地区
土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域浸水想

定区域
FAX電話番号

浸水想
定区域

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域
地区 施設名 住所 電話番号 FAX
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５ 通信に関する資料 

 

川本町防災行政無線の設置に関する条例 

 

(設置) 

第1条 町の防災活動及び行政の徹底を図り、住民福祉の増進に資することを目的

として、川本町防災行政無線施設(以下「無線施設」という。)を設置する。 

(業務) 

第2条 無線施設による業務は、次のとおりである。 

(1) 非常災害その他緊急事項の通報及び伝達 

(2) その他町長が前条に定める目的のため必要と認める事項 

(業務区域) 

第3条 無線施設による業務の区域は、町の全域及び美郷町の一部とする。 

(親局・子局) 

第4条 無線施設により業務を行うため、次の場所及び地区に親局及び子局を設置

する。 

親局 川本町役場庁舎内 

子局 木路原、久座仁、谷、因原、尾原、三島及び南佐木の各地区 

(費用の負担区分) 

第5条 受信施設の設置等に要する費用は、無料とする。 

2 受信施設に内蔵する乾電池は、加入者負担で取り替えるものとする。 

3 無線施設の維持補修費用は、町の負担とする。 

(施設の保全) 

第6条 加入者は、受信施設の異状を発見したときは、直ちに町に届け出なければ

ならない。 

2 無線施設の保守、点検及び補修は、町長の指定する者以外はこれを行うことが

できない。 

(委任) 

第7条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

2 川本町告知放送施設の設置に関する条例(昭和51年条例第18号)は、廃止する。 

附 則(平成元年3月16日条例第10号) 

この条例は、平成元年4月1日から施行する。 

附 則(平成9年3月17日条例第29号) 

この条例は、平成9年4月1日から施行する。 
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附 則(平成16年9月17日条例第31号) 

(施行期日) 

この条例は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年3月10日条例第8号) 

この条例は、平成23年4月1日から施行する。 
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５－２ 市町村防災行政用等無線通信施設整備状況 

（平成28年４月１日） 

市町村別 

無     線     通     信     施     設 

種 類 

固          定          系 移      動      系 

親     局 
簡易中継

局 

子     局 
基  地  局 中  継  局 

子          局 

屋外(基) 戸別(戸) 車 載 用 携 帯 用 

川本町 防災行政 

 

本庁放送室 

本庁サーバー室 

 

１局 

１６局 

内５局  

再送信 

1,500 島根県庁 

邑南中継局 

城山中継局 

木路原中継局 

因原中継局 

笹畑中継局 

役場駐車場１４台 役場倉庫 1４台 
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５－３ 江の川下流洪水予報伝達系統図 

江の川（下流）洪水予報伝達系統図

中国地方整備局 国土交通省江の川下流出張所 水防県央支部

TEL 082-221-9231（代） TEL 0855-52-2926 （県央県土整備事務所）

〃 （夜間）221-9238 ﾏｲ ｸﾛ 736-62-21 TEL 0855-72-9617

ﾏｲ ｸﾛ 87-3776（水防企画係） FAX 0855-52-2961 FAX 0855-72-9645

〃 87-2835（災対本部） 〃 736-62-40 水防浜田支部

FAX 87-3900（河川部） 国土交通省川本出張所 （浜田県土整備事務所）

〃 87-2890（災対本部） TEL 0855-72-0431 TEL 0855-29-5689

〃 87-2739（情報室） ﾏｲ ｸﾛ 736-63-21 FAX 0855-29-5781

FAX 0855-72-2094

〃 736-63-40

河川情報センター

（広島センター）

TEL 082-223-1193 江津市

ﾏｲ ｸﾛ 718-21～23 TEL 0855-52-2501

FAX 718-60～61 FAX 0855-52-1380

TEL 0855-52-2501

FAX 0855-52-1380

浜田河川国道事務所 島根県水防本部 川本町

TEL 0855-22-2480（代） （土木部河川課） TEL 0855-72-0631

ﾏｲ ｸﾛ 736-306（防災対策推進官） TEL 0852-22-6363 FAX 0855-72-0635

〃 736-356（水防企画係長） ﾏｲ ｸﾛ 739-75-6363 TEL 0855-72-0631

〃 736-532（災対支部） FAX 0852-22-6356 FAX 0855-72-0635

〃 516（専用電話） 島根県災害対策本部 美郷町

FAX 0855-23-0546 （防災危機管理課） TEL 0855-75-1211

〃 736-319:受、539:送（ﾏｲｸﾛ） TEL 0852-22-5885 FAX 0855-75-1218

FAX 0852-22-5930 TEL 0855-75-1211

FAX 0855-75-1218

邑南町

TEL 0855-95-1111

江津邑智消防組合 FAX 0855-95-2351

TEL 0855-52-0119 TEL 0855-87-0221

松江地方気象台 FAX 0855-87-0552

TEL 0852-21-4958

ﾏｲ ｸﾛ 514（専用電話）

FAX 0852-21-6656

陸上自衛隊出雲駐屯地

TEL 0853-21-1045（内263）

FAX 0853-21-1045（内222）

ＮＴＴ西日本・東日本

TEL 06-4860-2015

日本放送協会松江放送局

TEL 0852-24-4511

FAX 0852-27-5856

山陰放送米子本社

TEL 0859-33-2111

FAX 0859-33-4130

日本海テレビ鳥取本社 加入電話

TEL 0857-27-2152（代） 防災情報提供システム

FAX 0857-27-2191 マイクロ

ＦＭ山陰松江本社 情報処理システム

TEL 0852-31-3133 専用回線

FAX 0852-27-5130 専用電話

その他

地整運用

　　連絡方法は（　　　）

一　　般

凡　　　　　　　例
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

洪水警報
のみ伝達



 □4  ６－１ 災害救助法による救助の種類、対象、期間  

541 
 

６ 関係法令による基準等に関する資料 

 

６－１ 災害救助法による救助の種類、対象、期間 

救助の種類 対   象 期   間 備   考 

避難所の設置 

 

災害により現に被害を受

け、又は被害を受けるおそ

れのある者を受け入れる。 

 

災害発生の日から

７日以内 

 

１．費用は、避難所の設置、維持

及び管理のための賃金雇上費、消

耗器材費、建物等の使用謝金、借

上費又は購入費、光熱水費並びに

仮設便所等の設置費を含む。 

２．避難に当たっての輸送費は別

途計上。 

応急仮設住宅の供

与 

 

 

住家が全壊、全焼又は流失 

し、居住する住家がない者

であって、自らの資力では

住宅を得ることができない

者 

災害発生の日から 

20日以内着工 

 

１．平均１戸当たり 29.7 ㎡であれ

ばよい。 

２．高齢者等の要配慮者等を数人

以上受入れる「福祉仮設住宅」を設

置できる。 

３．供与期間 最高 2年以内 

４．民間賃貸住宅の借り上げによ

る設置も対象とする。 

炊き出しその他に

よる食品の給与 

 

１．避難所に受け入れた者 

２．全半壊(焼)、流失、床

上浸水で炊事できない者 

災害発生の日から 

７日以内 

 

食品給与のための総経費を延給食

日数で除した金額が限度額以内で

あればよい｡（１食は 1/3日） 

飲料水の供給 

 

現に飲料水を得ることがで

きない者（飲料水及び炊事

のための水であること。） 

災害発生の日から 

７日以内 

 

輸送費、人件費は別途計上。 

被服寝具その他生

活必需品の給与又

は貸与 

 

 

全半壊(焼)、流失、床上浸

水等により、生活上必要な

被服、寝具、その他生活必

需品を喪失、又は棄損し、

直ちに日常生活を営むこと

が困難な者 

災害発生の日から

10日以内 

 

１．備蓄物資の価格は年度当初の

評価額。 

２．現物給付に限ること 

医療 

 

医療の途を失った者 

（応急的処置） 

災害発生の日から

14日以内 

患者等の移送費は別途計上。 

助産 

 

災害発生の日以前又は以後

７日以内に分娩した者であ

って災害のため助産の途を

失った者（出産のみなら

ず、死産及び流産を含み現

に助産を要する状態にある

者） 

分娩した日から７

日以内 

 

妊婦等の移送費は、別途計上。 

 

被災者の救出 

 

１．現に生命、身体が危険

な状態にある者 

２．生死不明な状態にある

者 

災害発生の日から

３日以内 

 

１．期間内に生死が明らかになら

ない場合は、以後「死体の捜索」と

して取り扱う。 

２．輸送費、人件費は別途計上。 

被災した 

住宅の応急修理 

 

１．住家が半壊（焼）し、

自らの資力により応急修理

をすることができない者 

災害発生の日から

１か月以内 
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２．大規模な補修を行わな

ければ居住することが困難

である程度に住家が半壊

（焼）した者 

学用品の給与 

 

住家の全壊（焼）､流失、半

壊（焼）又は床上浸水によ

り学用品を喪失又は棄損

し、就学上支障のある小学

校児童、中学校生徒及び高

等学校等生 

徒 

災害発生の日か

ら、教科書及び教

材は１か月以内、

文房具及び通学用

品は 15日以内 

 

１．備蓄物資は評価額。 

２．入進学時の場合は個々の実情

に応じて給与する。 

 

埋葬 

 

 

災害の際死亡した者を対象

にして実際に埋葬を実施す

る者に支給 

災害発生の日から 

10日以内 

 

災害発生の日以前に死亡した者で

あっても対象となる。 

死体の捜索 行方不明の状態にあり、か

つ、周囲の事情によりすで

に死亡していると推定され

る者 

災害発生の日から 

10日以内 

１．輸送費、人件費は別途計上。 

２．災害発生後３日を経過した者

は一応死亡した者と推定してい

る。 

死体の処理 

 

災害の際に死亡した者につ

いて、死体に関する処理

(埋葬を除く)をする。 

災害発生の日から 

10日以内 

１．検案は原則として救護班。 

２．輸送費、人件費は別途計上。 

３．死体の一時保存にドライアイ

スの購入費等が必要な場合は当該

地域における通常の実費を加算で

きる。 

障害物の除去 

 

居室、炊事場、玄関等に障

害物が運び込まれているた

め生活に支障をきたしてい

る場合で自力では除去する

ことのできない者 

災害発生の日から 

10日以内 

 

輸送費及び賃金 

職員等雇上費 

 

１．被災者の避難 

２．医療及び助産 

３．被災者の救出 

４．飲料水の供給 

５．死体の捜索 

６．死体の処理 

７．救済用物資の整理配分 

救助の実施が認め 

られる期間以内範 

 

 範囲 期間 備考 

実費弁償 災害救助法施行令第４条第

１号から第４号までに規定

する者 

救助の実施が認め

られる期間以内 

 

時間外勤務手当及び旅費は別途に

定める額 

 

 （注）期間については、厚生労働大臣の承認により期間延長することができる。 
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６－２ 激甚災害の指定基準等 

 

１ 激甚災害指定基準 

昭和37年12月７日中央防災会議が決定した基準であり、国が特別の財政援助等の措置を行

う必要がある事業の種類別に次のように基準を定めている（H28.2.9最新改正）。 

適用条項 適用措置 指 定 基 準 

第2条 

（第3条） 

（第4条） 

公共土木施設災害

復旧事業等に関す

る特別の財政援助 

Ａ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.5％ 

Ｂ 公共施設災害復旧事業費等の査定見込額＞全国標準税収入×0.2％ 
かつ 
 （１）一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の標準税収入×25％ 
・・・・の県が1以上 
 又は 
 （２）県内市町村の査定見込総額＞県内全市町村の標準税収入×5％ 
・・・・の県が1以上 

第5条 農地等の災害復旧

事業等に係る補助

の特別措置 

Ａ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農地等の災害復旧事業費等の査定見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 
かつ 
 （１）一の都道府県の査定見込額＞当該都道府県の農業所得推定額×4％ 
・・・・の県が1以上 
 又は 
 （２）一の都道府県の査定見込額＞10億円・・・・の県が1以上 

第6条 農林水産業共同利

用施設災害復旧事

業費の補助特例 

（１）第5条の措置が適用される場合 
又は 
（２）農業被害見込額 
    ＞全国農業所得推定額×1.5％で第8条の措置が適用される場合 
 ただし、(１)(２)とも、当該被害見込額が5千万円以下の場合は除く。 
 ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設に係るものにつ

いて、当該災害に係る漁業被害見込額が農業被害見込額を超え、かつ次のいずれか

に該当する激甚災害に適用する。 
（３）漁船等の被害見込額＞全国漁業所得推定額×0.5％ 
 又は 
（４）漁業被害見込額＞全国漁業所得推定額×1.5％で第8条の措置が適 

用される場合 
 ただし、(３)(４)とも、水産業共同利用施設に係る被害見込額が5千万円以下の

場合を除く。 

第8条 天災による被害農

林漁業者等に対す

る資金の融通に関

する暫定措置の特

例 

Ａ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.5％ 

Ｂ 農業被害見込額＞全国農業所得推定額×0.15％ 
かつ 
 一の都道府県の特別被害農業者＞当該都道府県の農業者×３％ 

・・・・の県が1以上 

ただし、ＡＢとも、高潮、津波等特殊な原因による災害であって、その被害の態

様から、この基準によりがたいと認められるものについては、災害の発生のつど被

害の実情に応じて個別に考慮する。 

第11条の2 森林災害復旧事業

に対する補助 
Ａ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×5％ 

Ｂ 林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1.5％ 
かつ 
（１）一の都道府県の林業被害見込額 
        ＞当該都道府県の生産林業所得推定額×60％ 

・・・・の県が1以上 
又は 
（２）一の都道府県の林業被害見込額＞全国生産林業所得推定額×1％ 

・・・・の県が1以上 

ただし、ＡＢとも、林業被害見込額は樹木に係るものに限り、生産林業所得推定

額は木材生産部門に限る。 

第12条 中小企業信用保険 Ａ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.2％ 
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第13条 

法による災害関係

保証の特例 
小規模企業者等設

備導入資金助成法

による貸付金の償

還期間等の特例 

Ｂ 中小企業関係被害額＞全国中小企業所得推定額×0.06％ 
かつ 
（１）一の都道府県の中小企業関係被害額 
        ＞当該都道府県の中小企業所得推定額×2％ 

・・・・の県が1以上 
又は 
（２）一の都道府県の中小企業関係被害額＞1,400億円・・・の県が1以上 
 ただし、火災の場合又は第12条の適用の場合における中小企業関連被害額の全国

中小企業所得推定額に対する割合については、被害の実情に応じ特例的措置を講ず

ることがある。 

第16条 

 

第17条 

 

第19条 

公立社会教育施設

災害復旧事業に対

する補助 
私立学校施設災害

復旧事業に対する

補助 
市町村が施行する

感染症予防事業に

関する負担の特例 

第2章（第3条及び第4条）の措置が適用される場合 
 ただし、当該施設に係る被害又は当該事業量は軽微であると認められる場合を除

く 

第22条 罹災者公営住宅建

設等事業に対する

補助の特例 

Ａ 被災地全域滅失戸数≧4,000戸 

Ｂ （１）被災地全域滅失戸数≧2,000戸 
  かつ 
  一の市町村の区域内の滅失戸数≧200戸又は住宅戸数1割以上 

・・・・の市町村が1以上 
 又は 
  （２）被災地全域滅失戸数≧1,200戸 
  かつ 
  一の市町村の区域内の滅失戸数≧400戸又は住宅戸数の2割以上 

・・・・の市町村が1以上 
 ただし、(１)(２)とも、火災の場合における被災地全域の滅失戸数については、

被害の実情に応じ特例的措置を講ずることがある。 

第24条 小災害債に係る元

利償還金の基準財

政需要額への算入

等 

第2章（第3条及び第4条）又は第5条の措置が適用される場合 

第7条 開拓者等の施設の

災害復旧事業に対

する補助 

災害の実情に応じ、その都度検討する 

第9条 森林組合等の行う

堆積土砂の排除事

業に対する補助 

第10条 土地改良区等の行

う湛水排除事業に

対する補助 

第11条 共同利用小型漁船

の建造費の補助 

第14条 事業協同組合等の

施設の災害復旧事

業に対する補助 

第20条 母子及び寡婦福祉

法による国の貸付

けの特例 

第21条 水防資材費の補助

の特例 

第25条 雇用保険法による

求職者給付の支給

に関する特例 
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３ 局地激甚災害指定基準 

災害を市町村段階の被害の規模でとらえ、激甚災害として指定するため、昭和43年11月22

日中央防災会議が次のように基準を定めている（H28.2.9最新改正）。 
適用条項 適用措置 指 定 基 準 

第2条 

（第3条） 

（第4条） 

公共土木施設災害復旧事

業等に関する特別の財政

援助 

次のいずれかに該当する災害 
 ①(ｲ) 当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 
                 ＞当該市町村の標準税収入×50％ 
    （査定事業費が1千万円未満のものを除く。） 

  (ﾛ) 当該市町村の標準税収入が50億円以下であり、かつ、当該市町村 

    が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額が2億5千万 

    万円を超える市町村 

    当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 

＞当該市町村の標準税収入×20％ 

  (ﾊ) 当該市町村の標準税収入が50億円を超え、かつ、100億円以下の 

    市町村 

    当該市町村が負担する公共施設災害復旧事業費等の査定事業額 

＞当該市町村の標準税収入×20％ 

＋（当該市町村の標準税収入－50億円）×60％ 

    ただし、この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算し 
   た額がおおむね1億円未満である場合を除く 

 ② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見込額からみて①に 
  掲げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該 
  災害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 

第5条 農地等の災害復旧事業等

に係る補助の特別措置 

次のいずれかに該当する災害 
 ① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費 
               ＞当該市町村の農業所得推定額×10％ 
   （災害復旧事業に要する経費が1千万円未満のものを除く。） 
    ただし、当該経費の合算額がおおむね5千万円未満である場合を 
   除く。 
 ② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲 
  げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災 
  害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 

第6条 農林水産業共同利用施設

災害復旧事業費の補助特

例 

次のいずれかに該当する災害 
 ① 当該市町村内の農地等の災害復旧事業に要する経費 
               ＞当該市町村の農業所得推定額×10％ 
   （災害復旧事業に要する経費が1千万円未満のものを除く。） 
    ただし、当該経費の合算額がおおむね5千万円未満である場合を 
   除く。 
 ② ①の農地等の災害復旧事業に要する経費の見込額からみて①に掲 
  げる災害に明らかに該当することとなると見込まれる災害（当該災 
  害に係る被害箇所の数がおおむね十未満のものを除く。） 
   ただし、上記に該当しない場合であっても、水産業共同利用施設 
  に係るものについて、当該市町村の漁業被害額が当該市町村内の農 
  業被害額を超え、 
   かつ 
  当該市町村内の漁船等の被害額 
               ＞当該市町村の漁業所得推定額×10％ 
  （漁船等の被害額が1千万円未満のものを除く。） 
   ただし、これに該当する市町村ごとの当該漁船等の被害額を合算 
  した額がおおむね5千万円未満である場合を除く。 

第11条の2 森林災害復旧事業に対す

る補助 

当該市町村内の林業被害見込額（樹木に係るもの） 
    ＞当該市町村に係る生産林業所得推定額（木材生産部門）×1.5 
（林業被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定 
 額のおおむね0.05％未満のものを除く） 
かつ 
（１）大火による災害にあっては、要復旧見込面積＞300㏊ 
又は 
（２）その他の災害にあっては、要復旧見込み面積 
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       ＞当該市町村の民有林面積（人工林に係るもの）×25％ 

第12条 

 

第13条 

中小企業信用保険法によ

る災害関係保証の特例 
小規模企業者等設備導入

資金助成法による貸付金

の償還期関等の特例 

中小企業関係被害額＞当該市町村の中小企業所得推定額×10％ 
（被害額が1千万円のものを除く） 
 ただし、当該被害額を合算した額がおおむね5千万円未満である場合を除

く。 
 

第24条 小災害債に係る元利償還

金の基準財政需要額への

算入等 

第2章（第3条及び第4条）又は第5条の措置が適用される場合 

なお、局地激甚災害指定基準による公共土木施設等及び農地等に係わるものについては、

災害査定によって決定した災害復旧事業費を指標としているため、翌年になってから指定す

る。 

この場合、公共土木施設等については、所定の調査表により、局地激甚災害に関する必要

な事項等を調査する。 

 

６－３ 従事命令を受けた者の実費弁償 

（Ｈ24.7.3改正） 

区分 範囲 限度額（1人1日当たり） 期間 備考 

実費弁償 災害救助法

施行令第10

条第１号か

ら第４号ま

でに規定す

る者 

１人

１日

当た

り 

医師、歯科医師……………21,000円以内 

薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技、 

臨床工学技士及び歯科衛生士 

………………………15,000円以内 

保健師、助産師、看護師…15,100円以内 

土木技術・建築技術者……15,800円以内 

救急救命士   …………14,400円以内 

大工      …………15,100円以内 

左官      …………13,800円以内 

とび職     …………14,900円以内 

 

救助の実

施が認め

られる期

間以内  

時間外勤

務手当及

び 旅 費

は、別途

定める額 
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７ 災害危険箇所に関する資料 

７－１ 地すべり危険箇所 
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７－２ 土石流危険渓流 
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７－３ 砂防指定地 
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７－４ 土砂災害警戒区域 
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７－５ 林地崩壊危険箇所 
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７－６ 急傾斜地崩壊危険箇所 
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７－７ 孤立予想地区(雪害) 

地区名 世帯数 人口 

空城 ４ １１ 

畑野 １１ ２２ 

田水 ５ １７ 

飛渡 ３ １０ 

芋畑 ６ １７ 

市井原 １８ ３３ 

計 ４７ １１０ 
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８ 緊急輸送に関する資料 

 

８－１ 場外離着陸場 （臨時ヘリポート予定地） 

番号 発着予定地 番号 発着予定地 

１ 旧川本西小学校校庭 ４ 川本小学校校庭 

２ 島根中央高等学校校庭 ５ 川本中学校校庭 

３ 川本町民球場 ６ 旧三原小学校校庭 
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８－２ 町内の運送業者 

 

一般貨物旅客自動車運送業者 

名       称 所   在   地 電 話 番 号 

ヤマト運輸㈱ 

川本宅急便センター 

因原519 0570-200-000 

三江線運輸㈲ 因原198-5 72-0328 

㈲優美運送 因原434-1 72-2043 

 

一般貸切旅客自動車運送業者 

名       称 所   在   地 電 話 番 号 

石見交通㈱大田営業所 大田市大田町大田ｲ701-3 0855-82-0662 

 

一般乗合旅客自動車運送業者 

名       称 所   在   地 電 話 番 号 

石見交通㈱大田営業所 大田市大田町大田ｲ701-3 0855-82-0662 

 

一般乗用旅客自動車運送業者 

名       称 所   在   地 電 話 番 号 

川本タクシー 川本579-1 72-0237 

 

８－３ 救援物資の集積場所 

 

番号 名       称 所  在  地 電 話 番 号 

１ 川本町役場 川本271-3 72-0631 

2 悠邑ふるさと会館 川本332－15 72－0704 
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９ 食料・生活必需品に関する資料 

 

９－１ 食料の調達先 

名           称 所  在  地 電 話 番 号 

ＪＡ島根おおちＡコープ 

川本生活センター 

川本525-7 72-0322 

ＪＡ島根おおちＡコープ三原店 南佐木198-1 74-9599 

川本町商工会 川本558-10 72-0123 

 

 

９－２ 物資の調達先 

川本町商工会 川本558-10 72-0123 

（株）ジュンテンドー 因原562-1 72-3008 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 □4  10－１ 町内の医療機関 10－２ 近隣の病院 10－３ 医薬品等の調達  

572 

 

10 医療に関する資料 

 

10－１ 町内の医療機関 

医療機関名 専門医療科 病床数 所 在 地 電話番号 

加藤病院 総合 81 川本 72-0640 

槙平歯科医院 歯科 0 川本 72-0510 

原田歯科医院 歯科 0 川本 72-0410 

10－２ 近隣の病院 

医療機関名 専門医療科 病床数 所 在 地 電話番号 

済生会江津総合病院 総合 300 江津市江津町 0855-54-0101 

大田市立病院 総合 339 大田市大田町 0854-82-0330 

公立邑智病院 総合 98 邑南町中野 0855-95-2111 

島根県立中央病院 総合 634 出雲市姫原４丁目 0853-22-5111 

島根大学医学部 

附属病院 
総合 600 出雲市塩冶町 0853-23-2111 

市立三次中央病院 総合 347 三次市東酒屋町 0824-65-0101 

10－３ 医薬品等の調達先 

名       称 所  在  地 電 話 番 号 

川本おりづる薬局 川本 72-0152 

清水薬局 川本 72-0910 
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10－４ 大規模災害時に需要が見込まれる医薬品等 

１ 発災から３日間〈主に外科系措置（重症患者は医療機関へ搬送までの応急措置）用〉の医薬品等 

予想される傷病 多発外傷，熱傷，挫滅創，切創，打撲，骨折  等 

 

 

必要性の高い医薬品 

（薬効別） 
適応する傷病 災害用医薬品備蓄上の留意事項 

〈 

医 

療 

用 

〉 

○医療材料 

（小外科セット， 

縫合セット，包帯等） 

体外出血を伴う各種外

傷 

・大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・保管は容易 

・ディスポ製品が適当 

○細胞外液補充液 

維持液 

代用血漿板 

大量出血 

ショック 等 

・大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・嵩張る物が多く，保管場所の確保が困難 

・保管は常温可 

・保管数量と同数の点滴セットが必要 

○血液製剤 大量出血，特殊疾患 
・日赤血液センターの対応が期待できる 

・有効期限が短く迅速な対応が必要 

○薬剤 

解熱鎮痛消炎剤 

（小児用含む） 

多発外傷，熱傷，挫滅創，

切創，打撲，骨折 等 

・大量需要が予測される   

（被害想定以上の確保が必要） 

・冷所保存の薬剤は不適（常温品が適当） 

○抗生物質製剤    

（小児用含む） 

多発外傷，二次感染予防 

各種感染症 

・大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・適応症が多様であり，３日目以降も高

需要が予想される 

・保管は常温可 

○滅菌消毒剤 各種外傷 

・大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・嵩張る物が多く，保管場所の確保が必要 

・保管は常温可 

○外皮用薬 各種外傷，各種皮膚疾患 
・初期には大量需要が予測される 

・保管は常温可 

○止血剤 各種出血性疾患 同   上 

○強心剤 心疾患(心不全等)，低血圧 同   上 

○局所麻酔剤 外傷等（外科措置用） 
・外科措置用剤として必要性は高い 

・保管は常温可 

〈
一 

般 

用
〉 

○シップ薬 

(鎮痛，鎮痒，収斂，消

炎剤)｛冷・温シップ｝ 

打撲，筋肉痛，腰痛 

・初期には特に冷しシップの需要が増す 

・嵩張る保管は容易 

・保管は常温可 

○殺菌消毒剤 

（その他の外皮用薬） 
外傷全般 

・特に初期に大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・プラスティックボトル(100ml)が保管，
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使用に便利 

・希釈不要のものが適当・保管は常温可 

○衛生材料 

（ガーゼ，包帯，脱脂

綿等） 

外傷全般 

・特に初期に大量需要が予測される 

（被害想定以上の確保が必要） 

・保管時はセットしておくと便利 

・保管は常温可 

○ストマ用装具 オストメイト ・対象者数を把握可 ・保管は常温可 

 

２ 外部からの救援が見込まれる 3日目以降（主に急性疾患措置用）の医薬品等 

予想される傷病 
心的外傷後ストレス障がい（PTSD）、不安症、不眠症、過労、便秘症、 

食欲不振、腰痛、感冒、消化器疾患、外傷の二次感染症等 

 

季節的な疾病 インフルエンザ、食中毒等 

 

〈 

医 
療 

用 

〉 

必要性の高い医薬品 

（薬効別） 
適応する傷病 災害用医薬品備蓄上の留意事項 

○鎮咳剤、去たん剤 

（小児用含む） 
感冒、慢性疾患など 

・特に冬期に大量需要が予測される 

・集団避難生活への気遣いからも多く求

められる 

・保温は常温可 

○止しゃ剤、整腸剤 

（小児用含む） 
下痢、その他 

・体力の低下に伴い多発（＝需要大） 

・保温は常温可 

○便秘薬 

（下剤、浣腸剤） 
便秘 

・水分の接種不良等から多発 

（＝需要大） 

・多種類の剤型あり（坐剤は冷所保存） 

・飲み下し困難者は浣腸が必要 

○催眠鎮静剤、 

抗不安剤 

不眠症、不安症、神経症、

PTSD 

・避難所生活長期化に伴い多発 

（＝需要大） 

・向精神薬については保管対策必要 

・保管は常温可 

○口腔用塗布剤   

（その他の消化器官用薬） 
口内炎、舌炎 

・栄養摂取不良から多発（＝需要大） 

・保管が容易な外用薬が適当 

・保管は常温可 

○消化性潰瘍用剤 胃、十二指腸潰瘍 

・慢性疾患患者及び災害後ストレスによ

る新規患者の多発が予測される 

・保管は常温可 

○健胃消化 
消化不良、胃部不快感、

食欲不振 

・避難所生活長期化に伴い多発 

（＝需要大） 

・種類は豊富 

・保管は常温可 
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○総合感冒剤 

（小児用含む） 
感冒 

・特に冬期に大量需要が予測される 

・避難生活長期化に伴い多発 

（＝需要大） 

・小児用にはシロップが適当 

・保管は常温可 

〈 

一 

般 

用 

〉 

○催眠鎮静剤、強心剤 不眠、動悸、めまい 

・中期以降に多発（＝需要大） 

・特に医師、薬剤師の指示が必要 

・保管は常温可（保管対策は必要） 

○便秘薬 

（下剤、浣腸剤） 
便秘 

・中期以降に多発（＝需要大） 

・保管は常温可 

○ビタミン B 剤 
栄養補給、肉体疲労 

眼精疲労 

・避難生活長期化に伴い多発 

（＝需要大） 

・嵩張るがドリンク剤は便利 

・保管は常温可 

○絆創軟膏 各種外傷 
・各種サイズが必要 

・保管は容易 

○目薬 

（眼科用剤） 

充血、抗炎症、眼精疲労、

アレルギー、抗菌等 

・埃、粉塵による障がい多発 

（＝需要大） 

・有効期限が短いので要注意 

・保管は容易 

○マスク 感冒、その他予防 
・埃、粉塵が多い場合必要性が高い 

（阪神では一時的に不足した） 

○うがい 

（含嗽剤） 
感染予防、口内殺菌 

・避難生活長期化に伴い多発 

（＝需要大） 

・特に冬期に需要が高まると予測される 

・溶解の必要な散剤は不適 

・保管は常温可 

○一般用総合感冒剤 感冒 

・特に冬期に大量需要が予測される 

・小児用にはシロップが適当 

・保管は常温可 

３ 避難所生活が長期化する頃（主に慢性疾患措置用）の医薬品等 

＝医療機関へ引継ぐまでの応急的措置 

予想される傷病 急性疾患の他、高血圧、呼吸器官疾患、糖尿病、心臓病等 

 

季節的な疾病 花粉症、喘息、真菌症等 
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〈 

医 

療 

用 

〉 

必要性の高い医薬品 

（薬効別） 
適応する傷病 災害用医薬品備蓄上の留意事項 

○降圧剤 高血圧 

・高血圧疾患患者はかなり多い 

（＝需要大） 

・保管は常温可 

○抗血栓用剤 各種血栓、塞栓症 

・治療継続中の慢性疾患患者に必要 

・医師の指示のもとに使用 

（中断は危険） 

・保管は常温可 

○糖尿病用剤 

（インスリン注射 

経口糖尿病治療剤） 

糖尿病 

・糖尿病患者は以外に多く、患者に合っ

た剤型が必要 

・剤型により保管条件は異なる 

○心疾患用剤 

心疾患 

（狭心症、心不全、心筋

梗塞、不整脈） 

・心疾患は広範囲にわたり各種薬が必要  

・心疾患患者には緊急の対応が必要・冷 

・外用剤（貼付剤）もある 

・避難所生活長期化に伴い発作多発 

○喘息治療剤喘 
喘息 

（気管支喘息含む） 

・エアゾール吸入型が便利 

・保管は常温可 

○抗ヒスタミン剤 

（小児用含む） 
アレルギー諸症状 

・季節によっては大量需要が予測される 

・一般的なもので対応可 

・小児はドライシロップが適当 

・点鼻薬、点眼薬も有効 

○寄生性皮膚疾患剤 真菌症 他 
・特に夏期に需要が増すと予測される 

・保管は容易 

〈 

一 

般 

用 

〉 

○胃腸薬 

（消化性潰瘍用剤、 

健胃消化剤、制酸剤、

複合胃腸剤、その他

の消化器官用薬） 

消化不良、胃腸痛、胃部

不快感 

・避難所生活長期化に伴い大量需要が予

測される 

・保管は常温可 

○止しゃ剤、整腸剤 下痢 同   上 

○アレルギー用薬 
鼻炎 

（鼻水、鼻閉 等） 

・季節によっては大量需要が予測される 

・保管は常温可 

○ストマ用装具 
アレルギー性疾患 

（じんましん、花粉症） 
同   上 

○公衆衛生用薬 防疫活動用 
・季節によっては大量需要が予測される 

・消毒液散布用の器具が必要 
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11 危険物に関する資料 

11－１ 危険物施設一覧表 

事 業 所 名 

松江石油(株)川本給油所 ㈲因原石油 

泉石油店 川本町役場 

邑智郡総合事務組合 すこやかセンターかわもと 

養護老人ホーム江川荘 島根中央高等学校 

邑智トラック事業協同組合 ㈱江ノ川開発 

㈱スエヒロ 島根営業所 ㈱原工務所 川本営業所 

社会医療法人 仁寿会 JA島根 島根おおち地区本部 川本支店 
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12 廃棄物の処理に関する資料 

 

12－１ 一般廃棄物処理施設 

名        称 所   在   地 電 話 番 号 

ごみ処理場邑智クリーンセンター 

（邑智郡総合事務組合） 

川下3083-1 72-0632 

川本町町民生活課 

 

 

12－２ し尿処理施設 

名        称 所   在   地 電 話 番 号 

志谷園 因原701-1 72-0059 

 

 

12－３ 一般廃棄物収集運搬業者 

名        称 所   在   地 電 話 番 号 

邑智郡浄化槽センター 邑智郡川本町大字川本556-3 0855-72-0761 
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13 各種様式 

13－１ 災害取扱要領 

被 害

ha

ha

ha

ha

箇
所

被 害
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

人
箇
所

棟
箇
所

世
帯

箇
所

人
箇
所

棟 隻

世
帯

戸

人
回
線

棟 戸

世
帯

戸

人
箇
所

棟

世
帯

人

棟
世
帯

世
帯

人

人 件

棟 件

棟 件

冠　　水

人

的

被

害

死　　　者 道 路

うち
災害関連死者

災　害　名
・

確定年月日

田
流失・埋没

冠　　水

　　　月　　日　　時確定
畑

流失・埋没

行方不明者 河 川

第１号様式 災害確定報告

都 道 府 県 区 分

報 告 者 名 学 校

橋 り ょ う

崖 く ず れ

鉄 道 不 通

半 壊

被 害 船 舶

水 道

負
傷
者

重　傷 港 湾

軽　傷 砂 防

床 上 浸 水

そ

の

他

区 分 病 院

住

家

被

害

全 壊

清 掃 施 設

床 下 浸 水

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

火

災

発

生

建 物

電 話

一 部 破 損

電 気

ガ ス

ブ ロ ッ ク 塀 等

非
住
家

公 共 建 物 危 険 物

そ の 他 そ の 他
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被 害

千
円
千
円
千
円
千
円
千
円
団
体
千
円
千
円
千
円
千
円
千
円

千
円

人

千
円

人

公共施設被害市町村数

公 共 土 木 施 設

そ の 他 の 公 共 施 設

公 立 文 教 施 設

計　　　　　団体

区 分 都
道
府
県
災
害

対

策

本

部

名　称

解　散

設　置 　　月　　日　　時農 林 水 産 業 施 設

　　月　　日　　時

災

害

対

策

本

部

設

置

市

町

村

名

小　　　　計

そ

の

他

農 産 被 害

林 産 被 害

畜 産 被 害

　災害の概況

災

害

救

助

法

適

用

市

町

村

名

水 産 被 害

商 工 被 害

計　　　　　団体

そ の 他 消防職員出動延人数

被 害 総 額 消防団員出動延人数

備

考

　災害発生場所

　その他（避難の勧告・指示の状況）

　災害発生年月日

　消防機関の活動状況

 



 □4  13 各種様式 

581 

 

都道府県名

人

人

人

人

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

棟

世帯

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　月　日 　月　日 　月　日 　月　日 　月　日

　月　日 　月　日 　月　日 　月　日 　月　日

団体 団体 団体 団体 団体 団体

団体 団体 団体 団体 団体 団体

人

人

そ の 他 被 害

第2号様式 災害中間年報

　　　　　　　　災害名

　発生年月日

住

家

被

害

全 壊

半 壊

一 部 破 損

床 上 浸 水

床 下 浸 水

被 害 総 額

計

区分

人
的
被
害

死　　　者
うち

災害関連死者

行方不明者

負
傷
者

重　傷

軽　傷

消防団員出動延人数

公 立 文 教 施 設

農 林 水 産 業 施 設

公 共 土 木 施 設

その他の公共施設

非住家
公共建物

そ の 他

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

災害対策本部 解　散

災害対策本部設置市町村

災害救助法適用市町村

消防職員出動延人数

都 道 府 県 設　置
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都道府県名

人

人

人

人

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

世帯

人

棟

棟

ha

ha

ha

ha

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

箇所

隻

戸

砂 防

清 掃 施 設

崖 く ず れ

鉄 道 不 通

被 害 船 舶

水 道

学 校

病 院

道 路

橋 り ょ う

河 川

港 湾

非住家
公共建物

そ の 他

そ

の

他

田
流失・埋没

冠 水

畑
流失・埋没

冠 水

重　傷

軽　傷

住

家

被

害

全 壊

半 壊

一 部 破 損

床 上 浸 水

床 下 浸 水

第3号様式 災害年報

　　　　　　　　災害名

　発生年月日
計

区分

人
的
被
害

死　　　者
うち

災害関連死者

行方不明者

負
傷
者
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都道府県名

回線

戸

戸

箇所

件

件

件

世帯

人

千円 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

千円 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

千円 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

千円 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

千円 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

団体

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　月　日 　月　日 　月　日 　月　日 　月　日

　月　日 　月　日 　月　日 　月　日 　月　日

団体 団体 団体 団体 団体 団体

団体 団体 団体 団体 団体 団体

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

災害対策本部設置市町村

災害救助法適用市町村

消防職員出動延人数

消防団員出動延人数

そ の 他

被 害 総 額

都 道 府 県 設　置

災害対策本部 解　散

そ

の

他

農 産 被 害

林 産 被 害

畜 産 被 害

水 産 被 害

商 工 被 害

公 立 文教 施設

農林水産業施設

公 共 土木 施設

その他の公共施設

小 計

公共施設被害市町村数

火

災

発

生

建 物

危 険 物

そ の 他

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

そ

の

他

ブロック塀等

　　　　　　　　災害名

　発生年月日
計

区分

電 話

電 気

ガ ス
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 火災・災害等速報要領 

第１号様式 （火災）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

月 日 時 分 （ 月 日 時 分 ）

（ 月 日 時 分 ） 月 日 時 分

死者（性別・年齢） 人

負傷者　重傷重症 人

中等症 人

軽症 人

構造 建築面積 ㎡

階層 延べ面積 ㎡

棟 建物焼損床面積 ㎡

棟 建物焼損表面積 ㎡

棟 　林野焼損面積 ha

棟

世帯

消防本部（署） 台 人

消 防 団 台 人

台・機 人

その他参考事項

消防 活動 状況

災害 対策 本部
等の 設置 状況

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分
か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない
旨

救 急 ・ 救 助

活 動 状 況

その他（消防防災ヘリコプター等）

焼損 半　焼

り 災 世 帯 数 気 象 状 況

建 物 の 概 要

焼 損 程 度

全　焼

棟数 部分焼

ぼ　や

計 棟 焼 損 面 積

出 火 箇 所 出 火 原 因

死 傷 者
死者の生じた

理 由

火元 の業 態・ 事 業 所 名

用 途 (代表者氏名)

出 火 日 時 ( 鎮 圧 日 時 )

（覚 知日 時） 鎮 火 日 時

火 災 種 別 　１　建物　２　林野　３　車両　４　船舶　５　航空機　６　その他

出 火 場 所

報告者名
※　特定の事故を除く。

（消防本部名）

都道府県

市町村

報告日時

消防庁受信者氏名
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第２号様式 （特定の事故） 第　　　　報報

年 月 日 時 分

事故名

レイアウト第一種、第一種、

第二種、その他

死者（性別・年齢） 人 人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人 ( 人 )

人

人

人
台

人
台

人
機

人

人

警戒区域の設定 月 日 時 分 人

使用停止命令 月 日 時 分 人

その他参考事項

海 上 保 安 庁

共 同 防災 組織

活 動 状 況 そ の 他

出 場 機 関 出場人員 出場資機材

事
業
所

自 衛 防災 組織

消 防 防 災

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か
　　　る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨
　　　（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

及 び 消 防 本 部 ( 署 )

救 急 ・ 救 助 消 防 団

災 害 対 策 本 部
等 の 設 置 状 況

活 動 状 況 消 防 防 災 ヘ リ コ プ タ ー

自 衛 隊

そ の 他

中 等 症

軽 症

死 傷 者

負傷者等

重 症

施 設 の 概 要
危 険 物施 設の

区 分

事 故 の 概 要

物 質 の 区 分
1 危険物　2 指定可燃物　3 高圧ガス　4 可燃性ガス
5 毒劇物　6 RI等        7 その他(　　　　　)

物 質 名

施 設 の 区 分 １　危険物施設　２　高危混在施設　３　高圧ガス施設　４　その他(　　　　　)

時 分
（ 覚 知 日 時 ） （ 月 日

月 日
発 生 日 時 月

(処理完了)

消 防 覚 知 方 法 気 象 状 況

( 月

時 分

時 分
鎮火日時 時

日

分

)

事 業 所 名 特 別 防災 区域

発 見 日 時

事 故 種 別 　１　火災　２　爆発　３　漏えい　４　その他(　　)

発 生 場 所

時 分日月

日

）

報告日時

市町村

報告者名

（消防本部名）

１　石油コンビナート等特別防災区域内の事故
２　危険物等に係る事故
３　原子力施設等に係る事故
４　その他特定の事故

都道府県

消防庁受信者氏名
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第３号様式 （救急・救助事故・武力攻撃災害等）

第　　　　報報

年 月 日 時 分

消防庁受信者氏名

月 日 時 分

（ 月 日 時 分 ）

死者（性別・年齢） 負傷者等 人 ( 人 )

人 ( 人 )

計 人 人 ( 人 )

不明 人 人 ( 人 )

その他参考事項

（注）　負傷者欄の（　　）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。

等の 設置 状況

報告日時

報告者名

市町村

死 傷 者

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていな
い旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）

救助活動の要否

要救護者数(見込) 救 助 人 員

消防･救急･救助

活 動 状 況

災害 対策 本部

重 症

中 等 症

軽 症

事故 等の 概要

事故 災害 種別 １　救急事故　２　救助事故　３　武力攻撃災害　４　緊急対処事態における災害

都道府県

（消防本部名）

発 生 場 所

発 生 日 時
覚 知 方 法

（覚 知日 時）
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第４号様式（その１）

年 月 日 時 分

月 日 時 分

（注）　第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）
　　　分かる範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれて
　　　いない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。）
（注）　住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。

不　明 人

設 置 状 況

応
急
対
策
の
状
況

災 害 対 策 本 部 等 の（都道府県） （市町村）

消 防 機 関 等 の
活  動  状  況

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等に

ついて、その出動規模、活動状況等をわかる範囲で記入すること。）

自 衛 隊 派 遣
要 請 の 状 況

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策

床上浸水

棟

軽傷 人
一部破損 棟 未分類 棟

重傷 人

住家
被害

全壊 棟

被
害
の
状
況

人的
被害

死　者 人

119番通報の件数

棟

うち

災害関連死者 人 半壊 棟 床下浸水

災害名　　　　　　　　　　　　（第　　報） 報告者名

災
害
の
概
況

発生場所 発生日時

消防庁受信者氏名
市町村

（消防本部名）

（災害概況即報） 報告日時

都道府県
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第４号様式（その１）　別紙
都道府県名

（避難勧告等の発令状況）

発令日時 発令日時 発令日時 発令日時

対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時 対象世帯数(※) 対象人数(※) 解除日時

※　対象世帯数等を確認中の場合は、空欄にせず「確認中」と記載すること。

（　　　　　　　　　　　）

市町村名
災害発生情報 避難指示（緊急） 避難勧告 避難準備・高齢者等避難開始
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第４号様式（その２）

被　　　　　害 被　　　　　害

災害名 ha 千円

ha 千円

ha 千円

ha 千円

箇

所
千円

箇

所
団体

箇

所
千円

被　　　　　害
箇

所
千円

人
箇

所
千円

人
箇

所
千円

人
箇

所
千円

人
箇

所

人
箇

所

棟
箇

所

世

帯 隻 千円

人 戸 千円

棟
回

線

世

帯 戸

人 戸

棟
箇

所

世

帯

人

棟

世

帯

人

棟
世

帯

世

帯 人

人 件 自衛隊の災害派遣 その他

棟 件

棟 件

すること。

消
防
機
関
等
の
活
動
状
況

※１　被害額は省略することができるものとする。

※２　１１９番通報の件数は、１０件単位で、例えば約１０件、３０件、５０件（５０件を超える場合は多数）と記入

非
住
家

公 共 建 物 危 険 物

そ の 他 そ の 他

河 川 畜 産 被 害

被 害 総 額  １１９番通報件数 件 

半 壊

電 話 災
害
の
概
況

電 気

ガ ス

一 部 破 損
（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく 応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等を記入すること。）

床 上 浸 水

床 下 浸 水

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

火
災
発
生

建 物

ブ ロ ッ ク 塀 等

応
　
急
　
対
　
策
　
の
　
状
　
況

港 湾 水 産 被 害

軽　　　　傷 崖 く ず れ

全 壊

鉄 道 不 通

被 害 船 舶 そ の 他

水 道

市
町
村

等
　
の
　
設
　
置
　
状
　
況

都
道
府
県

そ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
他

田
流失・埋没

災 害 名

報 告 番 号 冠　　　　水

（　　　月　　　日　　　時現在） 学 校 小 計

第　　　　　　　　　　報
畑

流失・埋没

適
用
市
町
村
名

計　　　　　　　　　　　　　　　団体

行 方 不 明 者

災
　
害
　
対
　
策
　
本
　
部

冠　　　　水

・

報 告 者 名
病 院

道 路

そ
　
　
　
　
の
　
　
　
　
他

農 産 被 害

区　　　　　　　　　　　　分 橋 り ょ う 林 産 被 害

災

害

救

助

法

住
　
　
　
　
家
　
　
　
　
被
　
　
　
　
害

人
的
被
害

死 者

砂 防 商 工 被 害

負
傷
者

重　　　　傷 清 掃 施 設

うち災害関連死者

公 共 施 設 被 害 市町 村数

　（被害状況即報）　　

都 道 府 県 区　　　　　　　　　　　　分 区　　　　　　　　　　　　分

公 立 文 教 施 設

農 林 水 産 業 施 設

公 共 土 木 施 設

そ の 他 の 公 共 施 設
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13－２ 自衛隊派遣要請関係 

 

災害派遣要請依頼書 

 

 島 根 県 知 事 あて 

第         号  

平成  年  月  日  

川本町長         

 

 

自衛隊の災害派遣要請依頼について 

 

 

 このことについて、下記のとおり、自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

 

 

記 

 

 

１ 災害の状況及び派遣要請を依頼する事由 

 

 ⑴ 災害の状況（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかにする。） 

 

 ⑵ 派遣を要請する事由 

 

２ 派遣を希望する期間 

 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

 ⑴ 派遣を希望する区域 

 

 ⑵ 活動内容 

 

４ その他参考となるべき事項 

 

 ⑴ 連絡場所及び連絡責任者 

 

５ 要請日時 

        年   月   日   時   分 
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災害派遣撤収要請依頼書 

 

 島 根 県 知 事 あて 

 

第         号  

平成  年  月  日  

川本町長         

 

 

自衛隊の災害派遣撤収要請依頼について 

 

 

 このことについて、下記のとおり、撤収要請を依頼します。 

 

 

記 

 

 

１ 撤収要請を依頼する事由 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 任務完了（予定）日時 

       年  月  日  時  分 

 

 

３ 撤収要請日時 

       年  月  日  時  分 

 

 

４ その他必要な事項 
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13－３ 防災ヘリコプター要請関係 

 

島根県防災ヘリコプター緊急運航要請書          №１ 

１ 要 請 機 関 名         （発信者）          

２ 災 害 の 種 別         ⑴ 災害  ⑵ 事故  ⑶ 火災 ⑷ 急患 ⑸ その他 

３ 要 請 内 容         
⑴ 偵察  ⑵ 広報  ⑶ 傷病者搬送  ⑷ 空中消火 

⑸ 救助  ⑹ 輸送（品名数量）     ⑺ その他 

４ 発 生 場 所         
      市・町・村    地内 

（目標）        （離着陸場所） 

５ 発 生 日 時         平成  年  月  日（  曜日）  時  分頃 

６ 災 害 の 概 要         

 

 

 

 

 

 

 

７ 必 要 機 材 等          

８ 気 象 状 況         
天候    風向    風速    ｍ／ｓ 気温   ℃ 

視界   ｍ 雲高   ｍ  警報及び注意報 

９ 現 場 指 揮 者         所属     職      氏名 

10 現場との連絡手段 無線種別        携帯ＴＥＬ 

11 
他 の 航 空 機 の

活  動  要  請 
（有・無）（機関名）              （機数） 

12 その他必要な事項 

 

13 地図（目標）等         
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